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は じめ に




罪のイメー ジと、家庭裁判所の処分は甘い というマスコミや政治家か ら
の少年法批判が強 まり、社会全体が厳罰化へ と傾 いていったことがあっ
た。改正少年法が、刑事処分の対象年齢を14歳 に引き下げ、故意の犯罪
によって人を死に至 らしめた16歳 以上の少年についての原則逆送 とした
のは、この厳罰化の要請を反映 したものといえよう。 しか し、他方で、








加害少年の言い分 と警察の不十分 な捜査だけで、実際は集団 リンチであ







年か ら、検察庁の 「被害者通知制度」が1999年 から実施 され、捜査状況
や被疑者の処分状況、さらに公判期 日等について通知す る改革が行 われ
ている。
さらに、近年、修復的司法 とい う観点から刑事司法 ・少年司法 を見直
す言式みが注目されている(2)。修復的司法 とは、Marshallに よれば、当該
犯罪に利害関係を持つ当事者が集合 して、犯罪の引き起こ した結果 と将
来への影響にいかに対処するかを解決するプロセスである(3}と定義 され
ている。ニュージーラン ドで1989年 青少年犯罪者のための制度 として採
用された家族集団協議(FamilyGroupConference)(4)、1980年 代にカナ
ダで誕生 したセンテンシング・サー クル(SentencingCircles)(5)、 北米や
ドイツなど欧州で採用されている被害者・加害者調停(VictimOffender





Panel)制 度の成立背景お よび内容 とその問題 点を分析す ることにある。
イギ リスにおける少年司法制度の歴史を振 り返 ると、その根底にはいっ
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も司法機能 と福祉機能のいずれを重視すべ きか という対立 と調整があっ
た。 しかし、他の欧州諸国 と比較すると、青少年犯罪に対 して福祉的な






11998年 犯罪 お よび非行 法 、1999年 青少 年 司法 お よび刑
事証 拠 法制定 にいた るまでの背景
1.保 守党政権下の厳罰主義的傾向
1980年 代か ら1997年 に労働党に政権が移行 までの保守党政権時代は、





配」と「法 と秩序」政策は、short、sharpandshockの3S主 義 と、o_
スタルを廃止して成人の刑務所に酷似 した施設収容を目的とした青少年




と福祉機能 とい う相対立す る二つの原理の調整が凶悪犯罪 ・常習犯罪と
軽微 な非行 とをふるい分 けて処理する とい う二極分化政策(policyof
bifurcation)に 形を変 えて継続 していた。すなわち凶悪犯 罪者や常習犯
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罪者に対 して は厳 罰で対処 し、 それ に対 して初犯 者や軽微 な犯 罪者に は
ダイ ヴァー ジ ョンに よって犯 罪者の烙 印 を押 さずに処理 す る とい う方式
を採 用 してい たのであ る(8)。
ただ し、この点に関 してPrattは 、司法 か福 祉か とい う理 念的 な議論 は
二次 的 な問題 であって、む しろ犯 罪者人 口を効率 的かつ効果 的に抑制 す
るか とい う現 実的 な刑事政 策的議論 や運用 が少年 司法に登場 したのであ
る とい う指摘 をしてい る(9)。
1991年 に制定 され た刑事 裁判法(CriminalJusticeAct1991)は、 罪刑
均衡(proportionality)を 重視 してお り、一般 には 司法的 アプ ローチ を強
化 した法律 として理解 されてい るが 、少年法 制の改 革につ いてい えば 、
これ まで の 「少年 裁 判所(juvenilecourt)」 を 「青 少 年 裁 判所(youth
court)」 と名称 を変更 して、青 少年裁 判所 の管轄権 を1歳 引 き上 げて18歳
未満 とし、また青少 年犯罪者施 設(YoungOffenderInstitution)への拘禁
刑 の収容期 間 の上 限 を12ヶ 月に減少 し、 さ らに拘禁刑 を言 い渡 す こ とが
で きる年 齢 を引 き上げ て15歳 以上 とす るな ど福祉 的 アプ ロー チ を採 用 し
てい る。
しか し、 この ような状況 は1993年 のバルガー事 件 を境 に して、厳 罰化
へ の急展 開 してい く。
バル ガー事 件以 前か らす でに、凶悪 な青少年犯 罪者 が急増 してい るイ
メー ジ とモ ラル ・パ ニ ックが タブロ イ ド紙 を初 め とす るマ ス・メデ ィア に
よって醸成 され てい た。 それが、1993年2月 に発 生 した2歳 の幼 児の誘
拐殺害事 件 で あ るバ ルガー事件 で2人 の10歳 の少 年 が逮捕 ・起 訴 され た
こ とに よって、 凶悪 な子供 ない しは青少 年の イメー ジが増幅 され たの で
あ る。バ ルガー事件 をきっか けに して、事 件 その もの の衝 撃 と、 それに
続 くセ ンセー シ ョナル なマ ス・メデ ィア によ る報道 の結 果、子 ど もは もは
や保 護 され るべ き無 垢 な存在 ではな く、社会 に とって危 険な存在 とな り
厳格 な刑罰 に よって対処 すべ き存在 とな って しま ったのであ る。 そ して
政 治家の発 言の 中に も刑 罰や応報 とい う言葉 が強調 され るよ うにな り、
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青 少年犯 罪は政治 的な色彩 を帯び て くるよ うにな ってい った㈹ 。
この事件 が、後 に1998年 犯 罪お よび非行 法(CrimeandDisorderAct
1998)に よって、10歳ゑ ら13歳 の児童 に対 す る刑 法上の責任 無能力 の推定
(doliincapax)が 排 除 され る ことにつ なが ってい く。
また、1994年 刑事裁 判 と公 共秩 序法(CriminalJusticeandPublic
OrderAct1994)は 、厳 罰化 へ と急傾 斜す る政治状況 を反映 して、子 ど も
や青 少年犯 罪者に対 して厳罰 をもって対 応す る内容の法改 正 とな った。
例 えば、14歳 以下の少年 につ いては拘禁刑 の言 い渡 しを否 定 した1991年
法 を改正 して、12歳 以上 の少年 に対す る警察拘禁(policedetention)や 保
安拘 置(secureremand)と い う施設収 容処分 を新 設 し、青 少年犯 罪者 施
設(YoungOffenderInstitution)への拘禁機 関の上 限 も2年 間延 長 して
いるのであ る。
・ま さに この時期 に、 マス ・メデ ィア報道 に よって増幅 された凶悪 な少
年犯 罪者 とい うイメー ジ と厳罰 を求め る世論 を反 映 し、 さ らに犯 罪問題
を政 治 化 す る こ とに よって世 論 を誘 導 し利 用 す る 「大 衆 志 向 の刑 罰
(populistpunitiveness)」 と、1980年 代後半 以降 に見 られ た正 義 モデル
(justicemode])に おけ る管理 主義 が結びつ くこ とにな るの であ る('1)。
2.労 働 党新政権 の誕生 と青少年 司法政策
1997年5月 の総:選挙 におい て、保 守党 を破 り労働 党の新政 権iが成 立 し、
少年 司法政策 に関 して数 多 くの提案 が なされたの は、 この よ うな時期 で
あった。 も ともと労働 党 は野党 であ った時代 を通 じて、青少年 司法政 策
を党 の主要 な課題 と して きたの で、提 案が な され たのは当然 の こ ととも
言 える。
1996年 に公表 され た文書 「青 少年犯 罪へ の取 り組み(TacklingYouth
Crime)」 では、青少年 司法が 次の労働 党政 府の最優 先事 項 であ る こ とを
強調 した。 この文 書は、後 に立法化 され た改 革案 を挙 げて お り、 そのい
くつ かは1990年 代初 めか ら一連 の文 書の 中で議論 されて きた もの であ っ
た。青 少年犯 罪に関す る3冊 の文 書 「青 少年犯 罪へ の取 り組 み」「青 少年 司
44
法制 度の遅延 への取 り組 み(TacklingDelaysintheYouthJustice
System)」 そ して「青少年犯 罪に関 す る新 しい国家 的 ・地方 的焦 点(New
NationalandLocalFocusonYouthCrime)」が総選挙 直前 の6ヶ 月以内
の問に公表 され たこ とは、 これゆ え驚 くには 当た らなか った。1997年6
月には、 内務大 臣は青 少年 司法政策 を展 開す るに当 た りア ドバ イス機 関
として青少 年司法特別専 門委員会(YouthJusticeTaskForce)を発 足 さ
せ た。 ノーマ ン ・ワーナ一聯 を委 員長 として青少年 を扱 う諸機関 に よっ
て構 成 され る特別委員会 は、1年 後 には、一連 の内務 省文 書で表 明 され
た公 約 に沿 った多 くの改革案 を勧 告 してい る('2)。その改革 の第1弾 が、
1998年 の犯 罪お よび非行法 の制 定で ある。
しか し、労働 党新政権 が採用 した青少年 司法政策 の基本 方針 は、 かつ
ての政権時 代 に1969年 児童 ・少 年法(ChildrenandYoungPersonsAct
1969)を 成立 させ 、少年に対 す る保護 主義 ・福 祉主義 を強調 して、犯 罪少
年 も可能 な限 り民事 的 な保 護 手続に よ り福 祉的 に処 遇す ると した政 策方
針 に比べ ると、180度 の方 向転換 であ った。
も ともと 「法 と秩序 」の議論 は、上述 したよ うに、一般 に は保守 党の
選挙 キャ ンペー ン と結び:ついて きた。 しか し、1997年 の総選 挙に おいて
は、労働 党の 目標 は、 その年 齢 を問 わず犯罪者 を扱 うのに厳 しく且 つ効
果 的 な手段 を導 入す る用意 の整 って い る政党 であ るこ とを国民 に印象付
け るこ とであ った。 犯罪に厳 しい とい う議論や 「も う許せ ない」 とい う
言葉 の中 には、1960年 代労 働党 が用 いた 「問題 を抱 えた子供 た ち(chil-
drenintrouble)」 とい う言葉 はす っか り忘れ去 られ ていた。労働 党新 政
権 が制定 した1998年 の犯罪 お よび非行 法の立法 趣 旨は、S.コ ーエ ンの「刑
罰 都 市(punitive、city)」を彷 彿 と させ る刑 罰 と犯 罪抑 制 へ の イ デ オ ロ
ギー的変 化が あ った と、Morris&Gelsthorpeは指i満 して いる(13)。
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II1998年 犯 罪 お よ び 非 行 法(CrimeandDisorderAct
1998)の 成 立
1.1998年 犯罪および非行法の概要
1998年 犯罪及び非行法による改革が、第1に 子 どもたちや青少年によ
る犯罪を防止すること、第2に 青少年司法に関連す る諸機関が果 たすべ
き役割の重視 という2つ の基本的な目標 にあることを、内務大 臣Jack
Strawは1998年9月 に公表 したYouthJusticeFrameworkDocument
の序文において明確に している(14)。この2つ の基本的 目標は、総選挙前
に公表された労働党の公約 ともいうべき少年犯罪に関する3冊 の文書の
うち、青少年犯罪の防止 と刑罰的アプ ローチを肯定する「青少年犯 罪への
取 り組み(TacklingYouthCrime)」 と、地域における青少年犯罪対策 を
協働 して行 う複合的機関の必要性 を提案す る「青少年犯罪に関す る全国
および地域の新焦点(NewNationalandLocalFocusonYouth
Crime)」 という2つ の文書の主題でもあった。
そして、この2つ の基本 目標 を実現す るために、①犯罪予防および再
犯防止のための方策、②犯罪者及びその親が犯罪行為 を直視 しその責任
をとること、③初犯の段階でよ り早 くよ り効果的な介入 をすること、④
逮捕から判決までの迅速で効率的な手続、⑤青少年司法に関連する諸機
関相互の協働(15)という5点 を基本課題 として、1998年 法は個々の改革提
案 を盛 り込んだのである。
第1の 点に関 しては、37条 は、犯罪予防 と再犯防止 という主要 目的を
強調 している。さらに、より効果的な拘禁刑の提案 という観点か ら、73
条は、新 しい短期収容訓練命令(detentionandtrainingorder)を 新設 し、
2000年4月 か ら実施 されている。再犯 を防止す るという明確 な目的をも
つ発展的で柔軟な拘禁刑を意図しているとされる。この短期収容訓令命
令 は、青少年裁判所および刑事裁判所が、 もし成人が犯 したならば自由
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刑 を言 い渡 す こ とがで きない軽微 な犯 罪につ いて18歳 以下 の青少年 が犯
した場 合 にはその青少 年犯 罪者 に対 して言 い渡す こ との で きる新 しい拘
禁刑 を新設 した ものであ る。
第2の 犯 罪者お よび親 の責任観 点か らは、34条 は10歳 か ら13歳 の 児童
に対 す る刑法上 の責任 無能 力 の推定(doliincapax)を 排除 し、67条 は、損
害 回復 命令(reparationorder)を 新 設 して、青 少年 が 自分 の犯 罪行為 が
惹 き起 こ した結果 を直視す るこ とがで きる ように、裁判 所 は青少 年 に対
して、 直接の犯 罪被害 者や 地域 コ ミュニ テ ィに対す る損 害 回復 を行 うよ
うに命 ず るこ とが でき るよ うに した。さらに、8条 は、監護命令(parent-
ingorder)を 新 設 して親 の責任 を強化 してい る。そ の趣 旨は、子 どもの反
社会 的行 動 を抑制 す るため の援助 とガ イダンス を与 える こ とを通 して親
を助け る ことにあ る。
第3の 点に関連 して は、犯 罪的行動 の初期段 階で介入 して 「蕾 の うち
につみ取 り除 く」('6)ことで、常 習的犯 罪な い し凶悪犯罪 を未然 に防止す
る 目的 で、児童保護 命令(childsafetyorders、11、12条)、夜間外 出禁
止命令(localchildcurfew、14条)、最終 警告(finalwarning、65条)、
行動 計画命令(actionplanorder、69,70条)を新設 してい る。
第4の 点 に関 しては、手続 の時間制 限 を設け て迅 速化 ・効率 化 を図 っ
て い る(43～46条)。
第5の 青少年 司法 に関連す る諸機 関相互 の協働 が効 果的 に行 おれ る よう
に、 まず6条 と7条 は、地域 におけ る犯 罪 と非行 問題 を確認 して それに
対 す る対 応策 を提 供す るため の地 域 の枠組 み と戦 略 を提案 す る地域 の
パー トナー シ ップ を奨 励 してい る。39条 は、諸機 関の複 合 的協働 組織 で
あ る青少 年犯 罪対 策 チーム(YouthOffendingTeams)を全 国に創 設 す
るこ とを規定 して い る。社会 福祉 、警察 、保 健衛生 、教 育 そ してプ ロベ ー
シ ョン機関 か らの専 門家 を集め てチー ム として協働 す る青少年 犯 罪対策
チー ムは、 その地域 の犯罪防止 のための青 少年 司法 計画 を毎年 提 出す る
こ とが義務付 け られてい る。さ らに、全 国的 な取 り組み とい う観点 か ら、
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41条 は、イングラン ドとウェールズの青少年司法制度の運営 と発展につ
いて内務大臣に助言する青少年司法委員会(YouthJusticeBoard)を 設
立 した。青少年司法制度がイングラン ドとウェールズで一貫 して統一的
に行 われるように方針を示 し運用状況 を監視 し、青少年犯罪対策につい
ての国 としての基本的政策 を策定 して普及す ることを目的 としている。
2.犯 罪および非行法に対する評価




の取 り組み も重視 してお り、白書等の文書の中には、犯罪の背景にある
社会的要因に関する言及や、1960年 代1970年 代 を髪髭 とさせ る教育 ・福
祉的アプローチによって再犯 を防止する諸命令の提案が見られる㈹。確




反社会的行為禁止命令等の導入の背後には、犯罪 と結びつ く行動 を予測
して先 を見越 した方策 を講 じる とい う危 険予 測 と保 険統計 的正義
(actuarialjustice)が 見て取れる。これ らの命令 は、子供 たちの非犯罪的
な行為であ り未来の行動 までも犯罪化 してしまい⑳ 、さらには青少年司





大に見 ることができる(22)。この点に関 してMorris&Gelsthorpeは 、犯
罪および非行法は、青少年司法制度の 目的は 「子供たちや青少年 による
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犯 罪 を予防 す る」(37条(1))こ とにあ る と明言す るこ とで、犯 罪予防 の一
般的動 向 を強化す るす るもの であ って、「犯 罪に対 す る厳 しい対応」や「も
う許せ ない」 といった発 言に見 られ る犯 罪問題の政 治化や道徳 的立場 の
中に、 ボ トムズが 言 うところの世論 を反 映す るだ けでは な く世 論 を誘 導
し利用 す る「大衆指 向 の刑 罰(populistpunitiveness)」 を見 て取 る こ とが
で きる、 と指 摘 してい る㈹ 。
第3に 、犯 罪行為 の重 大性 と常 習性 に応 じた処 罰、つ ま り 「適正 な応
報」(justdesert;)や 「罪刑均衡 」(proportionality)を 重視 した、 いわゆ
る 「正義 モデ ル」(justicemodel)に 立脚す るもの であ る。例 えば、青少
年司法制 度 の新 しい基本 目標 を よ り詳細 に説明す る 目的 で1998年9月 に
内務 省 が作成 した骨組み を示す文書"theYouthJusticeFramework
Document"で は、少年 司法改革 の主 要 な 目標 として犯 罪行 為 の重大性 と
常 習性 に応 じた処 罰 を可能 とす るために刑罰 を新 設す るこ とを掲 げ てい
る(24)。
また損 害 回復 命令 は、犯 罪の重大性 に比例 して決定 され る とされ てお
り(67条(6))、 罪刑均衡 の原則 に従 うものであ る(25》。
第4に 、犯 罪お よび非行 法に おいて最 も注 目すべ き点は、 イ ングラン
ドとウェール ズにお ける犯 罪青少年 に対す る政策 の主軸 と して、初 め て
修復 的 司法 アプ ロー チを導 入 した点 にあ る㈹ 。具体 的に は、被害 者 に特
定 の命令 の 内容 に関 して発 言す る機会 を付 与 し、損害 回復命 令(repara-
tionorders)、 最終警告(finalwarnings)、 行動 計画命令(actionplan
orders)を 新 設 し、そ して既 存の監督命令(supervisionorder)に 関 す る規
定 を改正 したこ とに ある。
この よ うに、1998年 犯 罪お よび非行 法 は、青少 年犯 罪に対す るこれ ま
での刑罰 アプ ローチ と福祉 アプ ロー チ とい う混乱 を国家 レベ ルで も地域
レベ ルで も解 消す る ことはで きなか ったば か りで な く⑳ 、 多様 な考 え
方 ・価値観 が混在 してお り、 それ らは相互 に対立 ・緊張 関係 にあ る㈹ 、
とい うのが一般 的な評価 であ ろ う。
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た改革の第2弾 が、1999年 青少年司法および刑事証拠法の第1部 であ
る(29)。
同法は、初犯で有罪とされた青少年犯罪者に対 して、3ヶ 月か ら12ヶ
月の間設置される青少年犯罪者パネルに送致 してパネル と青少年犯罪者
の間で当該青少年のニーズに合わせ て 「契約」を作成す る送致命令 を新
設 した。これは1996年 公表の「青少年犯罪への取 り組み」、そ して1997年
の白書"NoMoreExcuses"に おいてすでに提案されていた内容である。
犯罪及び非行法の成立と、青少年司法及び刑事証拠法の成立によって、
労働党が政権に就 く前の1996年 から公約 していた青少年司法制度に対す
る根本的改革がこれで完成 したことになる。
犯罪及び非行法が、前保守党政権によって提案 された青少年司法関連
の政策をもう一度取 り上げて議論 した り、その焼 き直 しであった りす る
のに対 して、青少年司法及び刑事証拠法は、新労働党政権独 自の新 しい
提案に属す るといえるだろう。また青少年司法及び刑事証拠法は、犯罪
及び非行法によるdoliincapax原 則(10歳 か ら13歳 の児童に対する刑法
上の責任無能力の推定原則)の 廃止や、警告(cautioning)に 替えて訓戒
(reprimand)と 最終警告(finalwarning)の 採用やその他 の命令処分 と比
較 して、それ以上に根本的な改革 を導入 している(30)と位置付けられてい
る。
送致命令(referralorder)は 、1997年 の白書"NoMoreExcuses"の 中
で改革案 として提案されている。「青少年裁判所の改革」 という項 目で、
白書は、青少年裁判所の現状 を批判し、「青少年裁判所の 目的は単純に有
50
罪か 無罪か を決定 して処分 を言 い渡 す こ とか ら変 え られ なければ な らな
い し、犯罪 をきっか けに して犯 罪行 動の性質 や犯 罪 をめ ぐる状 況につ い'
て広範 囲に調査 して、行 動 を変 え させ るよ うに働 きかけ る もので なけ れ
ば な らい。」(31)としてい る。 この 目的 を達成 す るために、 「青少年 裁判所
制度 におけ るアプ ローチ を根 底か ら変:革す る」(32)必要 があ る とす る。 白
書で は青少 年犯 罪パネル(youthoffenderPanel)では な く青少年 パネ ル
(youthpanel)と い う名称 を使 用 してい るが、送致 命令 は、「修復(restora-
tion)」 「再統 合(reintegration)」 「責任(responsibility)」 とい う修復 的司
法の考 え を強調 した原理 に基づ き、青少年裁 判所 のあ り方 を変革す るひ
とつ の ステ ップ として提 案 されてい る㈹ 。
2.青 少年 司法 および刑 事証拠法 第1部 で導 入 された制度 の概 要
(1)送 致命令(referralorder)
青少 年裁判所 または他 の治安裁判所 は、18歳 以下 の犯罪者 で、(a)当 該
犯罪 お よび それ と併合 罪の関係 に あ る犯 罪(associatedoffence)(34}の い
ずれ も、法定刑 が 固定 されて い る犯罪 ではな い場合㈹ で、(b)当 該 裁判所
が、 当該 犯罪お よび それ と併 合関係 に'ある犯 罪の いず れに関 して も、拘
禁刑(custodialsentence)も し くは入院命令(hospitalorder)を 下 さない
場合 で、(c)当 該犯 罪につ きその者 に対 して公訴棄 却 を言渡 さない場 合 に
つ い て、 送致命令 が下 され る(s.(1),PCC(S)A2000,s.16(1>)。
上 記の条件 を満 たす場 合 に、犯 罪者 が有 罪の答弁 を し、 かつ イギ リス
の裁 判所 にお い てこれ まで有 罪判 決 を言渡 され た ことが ないか、刑事 訴
追進行 が行 われ たこ とが ない場合 に は、青 少年裁判所 または治安裁 判所
は送 致命 令 をす るこ とが義務 付 け られ て い る(s.2(1);PCC(S)A2000,s.
17(1))。初犯 では あ るが複 数 の犯 罪 を犯 した者 が、少 な くとも1個 の犯 罪
につ いて は有 罪の答弁 を して いるが他 の犯 罪につ いては無 罪の答弁 を し
て い る場 合 につ いて は、 当該 裁判所 は送致命令 を下す か否 かの裁量権 を
有す る(s.2(2);PCC(S)A2000,s.17(2))。
送致命 令 は初 めて の有 罪に対す る唯一の処分 ・裁判 とな ってい る。他
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の併合関係にある犯罪に対する公訴棄却を別にすれば、謹慎処分や監護






べての協 議に 出席 す るこ とが要求 され る(s.3(1);PCC(S)A2000,s.18
(1))。裁判所は犯罪者に対 して、わか りやすい日用言語で、送致命令の効
果と、青少年犯罪者パネルと契約(contract)の 同意にいたらなかった場




よって構成され3ヶ 月か ら12ヶ 月間設置され る青少年犯罪者パネルに送
致され る。
青少年犯罪対策チームは、1998年 犯罪および非行法39条 によって複合
的な機関か ら成 り立つチーム として全国に設置す ることが定め られ、
2000年1月 から発足 した。青少年犯罪対策チームは、それぞれに青少年
犯罪 という問題に関する専門的知識や技術 ・関心持ちながら、 これまで
は共同して作業す るということはなかった㈹社会福祉機関、警察、保護
観察機関、公共医療サー ビス機関、教育機関 といった多様 な機関か らの
スタッフによって構成されている。







善 したことを確認するのために2回 目以降の ミーティング開催 を取 り決
め、同様にして、遵守期間の最:後には、契約が遂行 されたか否かをパネ
ルが最終判断 しなければならない最終 ミーティングの開催 を決定 しなけ
ればならない。
パネルは、少な くとも青少年犯罪対策チーム構成員の中から選ばれた
1名 とチーム外か ら選出された2名 に よって構成 されなければならない
(s.6(3);PCC(S)A2000,s.21(3))。 後者 は、青 少年犯 罪対策 チームが、
Guidance(37)に 定め られて基準に従って直接 コミュニティか ら選出 した
一般市民であることが法の趣旨である(3f)。Guidanceに よれば、素人のパ
ネル メンバーの役割は、修復的司法の文脈において青少年犯罪者や犯罪
被害者に効果的に対処するという任務 に相応しい人格 と意思 をもったコ
ミュニティの代表者で18歳 以上の者である(39》。しか し18歳以上であ るな
らばむしろ若いメンバーの方が青少年犯罪のニーズや動機が理解しやす
くまた意思疎通が しゃす いので望 ましい と考 え られているのであっ
て(40)、専 門的資格 よ りも個 人的資質に もとづ いて メンバーは選考 され
る(41)。
青少年犯罪者パネルの革新的な特徴は、素人のボランティアをパネル
構成員 として意思決定過程に参加 させ る方式 を採用 したことである。 し
かし興味深いことに、このこ とは政府の本来の構想ではなかった。政府
の意図は、む しろパネルの中に青少年司法の実務家、治安判事、青少年








任 を持 つ地域行 政 の代表 者)が 全 パネ ル ミー ティ ングに出席 す る こ とが
裁判 所か ら求 め られ る。16歳 以下 の場合 には必ず 出席 させ なければ な ら
ないが(s.5(2);PCC(S)A2000,s.20(2))、17歳18歳の場 合に は裁判所 の裁
量 に委ね られて いる(s.5(1);PCC(S)A2000,s.20(1))。 両親や保 護 者が合
理 的な理由 な しに欠席 した場合 には、1980年 治安 裁判 所法63条 に よ り法
的 侮 辱 罪 の 手 続 に か け ら れ る 可 能 性 が あ る(Magistrates'Courts
Act1980,s.63)。 また青少年 犯 罪者 と適切 な人間が 出席 す るの に加 えて、
パ ネ ルが承 認 す るな らば18歳 以 上 の付 添 人 も出席 が 許 され る(s,7(3);
PCC(S)A2000,s.22(3))。 またパ ネルは、被害 者お よび付 添人 を同席 させ
るこ とがで きる(s.7(4)(a);PCC(S)A2000,s.22(4)(a))。
とくに被害 者 に関 しては、 内務 省 が作成 した詳 細 なGuidance(43)に お
いて、修 復的 司法 とい う観 点か ら、被 害者が望 みかつ被 害者 に対 す る十
分 な情報 提供が な され それに基づ いて同意が な され てい る場合 には、被
害者 が犯 罪 とその結 果の解 決に積極 的に参加 す る機会 が保 障 されなけれ
ば な らない として、被害者 につ いては手続へ の関与の重要 性が強調 され
て いる。 青少年犯 罪者パ ネルのプ ロセスは、被害 者に情報 を開示 し、 そ
の疑 問に回答 し、そ して犯 罪の害 を修 復す る機 会 であ る。パ ネル ミー テ ィ
ングへ の出席 を含め て被害者 の参加 は、被害 者に とって有益 であ ろ うし、
当該青少 年に対す るパネ ル手 続の効果 を高め るこ とが で きる圃 、 と説明
され てい る。
パ ネル と当該青少年 との間に合 意 が得 られ た際 に 「青少年 犯罪者 契約
(youthoffendercontract)」 となる行動 プ ログラムの 内容 に関 しては、
再犯 を防止 し且つ個 々』の被害 者 ない しは コ ミュニテ ィへの償 い とい う観
点か ら考 え られ たプ ログラムの詳細 が、8条(2)に 列挙 され てい る。具体
的には、被 害者への経 済的 あ るいは その他 の損害 回復 を行 うこと、被 害
者 との調停 の場 に 出席す るこ と、 コ ミュニ ティに おけ る無給 の ボ ラ ン
テ ィア活動 を行 うこ と、学校へ の 出席や 、仕事場 への 出勤 な どであ る(s.
8(2);PCC(S)A2000,s.22(2))。
54
青少年 犯 罪者が契約 内容 を履行 した とパ ネルが決定 した場合 には、 当
該決定 は、契約期 間の終 了時点 で送致命令 を取 り消す効果 を発生す る(s.
12(3);PCC(S)A2000,s.27(3))。
(3)青 少年犯 罪者パ ネルにお け る契約 が成 立 しなか った場合 お よび 契約
に違 反 した場合 の事後 手続
犯 罪者 が行 為 プ ログラ ムにつ い てパ ネ ル と合 意 に至 らなか った場合
(s.10(2);PCC(S)A2000,s.25(2))や 、青少年 犯罪者 契約 に意 図的に署名 し
ない場合(s.10(3);PCC(S)A2000,s.25(3))、 パネ ル ミー ティン グに欠席 し
た場合(s.7(2);PCC(S)A2000,s.22(2))、あ るいは契約条項 に違反 した場
合(s.11(5>;PCC(S)A2000,s.26(5))には、犯 罪者 は青 少年裁判所 または治
安裁 判所 に差 し戻 され る(Sch.1para1)。
パネル が差 し戻す 場合 には、その理 由 を明記す る報告書 を提 出 しなけ
れば な らない(para2)。 報告 書が受理 され る と、 裁判所 は、召喚状 あ る
いは逮捕 状 に よって犯 罪者 の出廷 を確保 す るこ とが で きる(para3(2))。
裁判 所 は差 し戻 しを したパ ネルの決定 を調 査 して、パ ネルの決定が正 当
であ る と判断 したば あに は、送致命令 を撤 回す る ことが で きる(para5(1)
and(2))。 送 致命令撤 回の結果 、裁判所 は、パ ネルへ の送 致命令 を除 いて、
送致 命令 を下 した裁 判所 が 当該 犯 罪に対 して と りうる処分 であれ ば、処
分 を言 い渡す こ とが でき る(para5(4)and(5)(a))。
3.送 致 命令 お よび青少年犯 罪者パ ネル制度 に対 す る評価
送致命令 に よ って青少年犯 罪者 の処 遇 を青少年 犯罪者 パネル にゆだね
る方式 は、 ニュー ジー ラン ドの家族集 団協議(FamilyGroupConfer-
ence)、 ス コ ッ トラン ドのChildren'sHearingsSystem、イング ラン ド
と ウェール ズ に お い て 実 践 さ れ て きた 被 害 者 一加 害 者 和 解(victim-
offendermediation)、 さ らに1980年 代 に おけ るcaution-plusの 展 開や
テー ム ズヴ ァ リー警察 に よ る修 復 的 警告(restorativecautioning)の 実
践 を参考 として創 設 され た ものであ る㈹ 。












肯定的に評価す る。「1998年法が採用 した修復的司法の基礎 に基づ き青少
年司法および犯罪証拠法1999が 制定された。……その最 も重要な側面は
採用された手続であろう。それは意思決定をする主要な審議の場 として
協議 モデルを採用 したことである。制度に関す る最近のコメン トはこの
点 をまった く認識 していないようであるが、意思決定機関を、裁判所 を
基礎 とした司法モデルからコ ミュニティ協議モデルに変更したことは、
潜在的には青少年司法改革政策全体の中で最 も革新的な要素のひとつで
ある」㈹ としている。 さらに 「青少年犯罪者は契約事項を履行 した場 合








の正義 の実現を推進す る方策であ り、 さらに紛争 と害につき人々が慎重







で下 され る他 の処分 とは異な り本質的には合意に基づ くもの と説明され
ているにもかかわらず、その実際は、送致命令は他の刑事処分 と同様に
強制的性質を持つ点である。
確かに、建前上は送致命令制度の基礎 には 「契約」 とい う概念がある
ことについては、青少年司法および刑事証拠法の規定、Explanatory
Notesお よび白書"NoMoreExcuses"の 文言か ら明らかである(52)。そし
て、契約 という発想は、最:近10年間の間に社会事業領域において用いら
れるようになり、青少年司法の領域において も重要性を増 して きている。
しか し、そもそ も契約 とい う概念は民主主義的 自由を象徴するものであ
り、 したがって契約条件の交渉において当事者双方の地位 と取引能力が
対等であることと、契約の履行に関 して個人が権利とともに責任を負担

















さらに、契約によって発生す る個人の権利 と責任に関 していえば、確
かに契約行為は青少年には契約内容に従 う義務が課せ られてお り、契約
条項に従わないと不協力 とみなされ裁判所に戻されるので 「責任」は負
わされている。 しか し 「権利」の点では、おそらく裁判所の命令 を履行
できるように社会事業サービスにア クセスする権利は認められているで
あろうが、このことを青少年が 「権利」 として捉えず、むしろ強制的な
管理 と考 えたとして も当然であって、この点でも契約の基礎 を欠 くので
ある㈹ 。
第2の 問題点 として指摘されているのは、青少年犯罪者に対 して処遇
を決定する際に裁判所の裁量権 を最小限に制限している点である。送致




記 されている 「適正な応報」 という原則に従って量刑 を言い渡すように
訓練 されてきたので、被告人が軽微 な犯罪について有罪の答弁 をす ると、
送致命令によって犯罪の重 さに不釣合いな負担を被告人に課すこ とを回
























が参加す ることを支援することではな く、盾 となることと考 えている。
したがって我々は、法的代理人の除去は積極的なステップ と考 えている。




年裁判所に戻 された場合に自由刑 を科 され る危険性が増大することを考
えると、パネル手続に法的代理人の出席が認め られていないことは手続
の公正 という観点から問題があると思われ る。Woccacottが 指摘す るよ















そして被害者を加 えた相互が有意義な話 し合いをするためには、1つ の
ケースに十分 な時間をかける必要がある。 このため、スコットラン ドの
Children'sHearingsや ニュージーラン ドの家族集団協議では、青少年犯
罪者 の20～30%と い う処理 可能 な数 だけ を対 象 としてい るの であ




IV修 復 的 司法 の これか ら
1.青 少年司法政策における修復的司法アプローチ
修復的司法 とは、Marshallに よれば、当該犯罪に利害関係を持つ当事





犯 を防止す るこ と、犯 罪者が 自分 の行為 につ いての責 任 を負 うこ と、被
害者 ・加害 者の社会復帰 を援助 し犯罪発生 防止に 活躍す る コ ミュニ テ ィ
を再 生す る こと、裁 判に伴 うコス トと遅延 の増大 を回避す る方法 を提供
す る ことに あ る㈹ 。.
修復 的司法 の理念 は、責任(Responsibility)、 修 復(Restoration)、 再続
合(Reintegration)と い う「3つ のR」 に集約 され る。修復 的 司法 アプ ロー
チの 主要 な 目的 の第1は 、犯 罪者 に 自分 の行為 が もた らした結果 をは っ
き りと認 識 させ 、被 害者 に与 えた影響 を理解 させ るこ とで ある。 第2の
目的 は、 犯罪者 が直接の被害者 な い しは コ ミュニテ ィに対 して与 えた損
害 を回復 す るこ とを奨励 し促進 す るこ と。 第3の 目的 は、 可能 であ るな
らば被害 者 と犯 罪者 との和解 の道 を探 る ことであ り、 それ が困難 な場合
であ って も、被害者 お よび犯 罪者 を コミュニ ティ全体 として再 統合 で き
るよ うに努 力す るこ とであ る(67)。
労働 党新政権 は、1997年 の 白書"NoMoreExcuses"において 「青少
年犯 罪者 に関 す る よ り建 設 的 な成果 を挙 げ るため に は イ ング ラン ドと
ウェール ズにおけ る刑事 司法制度 は再 構成 す る」必要性 が あ るとし、 さ
らに それは、責任(Responsibility)、 修復(Restoration)、 再統合(Reinte-
gration)と い う3つ の概念 の上 に築か れ るべ きであ る とし、「青少年 司法
改革 が修 復的 司法の理念 に基づ く原 則の上 に立 脚 してい る」趣 旨 を明確
に した(68)。
この改 革 を具体 化す る第1弾 が、1998年 犯 罪お よび非行 法 であ り、す
でに2章 にお いて述べ た よ うに、警察 に よる警告処 分(cautioning)に 替
えて採 用 され た訓戒(reprimands)と 最終 警告(warnings)、 損害 回復命
令 、行動 計画命令や 、被害者 に特 定 の命令 の 内容 に関 して発 言す る機会
を与 える ことで修復 的司法の要素 を導入 して いる。 さ らに、社 会福祉機
関、 警察 、保 護観察機 関、公共 医療 サー ビス機 関、教 育機 関 といった多
様 な機 関 か らの スタ ッフに よって構 成 され る青少年 犯罪対策 チーム の設
置や 、青 少年 司法制度 をよ り効率 的 ・効果 的に運用 す るため に、戦略的
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な方針 を設定 し、青少年 司法制度の運用のための基準 を定め、その運用









の立法は、修復的司法 を積極的に取 り入れていくとい う面において、イ
ギ リスにおける今後の青少年司法を方向付けるものであるという積極的
な評価がある。
例 えば、Dignan&Marshは 、根本的に新 しい青少年司法政策に着手
し始めた1998年 犯罪および非行法と1999年 青少年司法および刑事証拠法
の成立によって法的枠組みは変化 した(70)とし、またCrawford&New-
burnは 、政府は、一連の法改正 を、もっぱら懲罰的司法であった ものか
ら、犯罪が発生しまた犯罪に対処 しなければならない社会的文脈 を考慮
に入れることのできる修復的司法を内包するものへ と少年司法制度の基
礎 となる価値観 を根本的に変えるもの として位置付けている(71)、と評価
している。
しか しながら、修復的司法は少年司法政策において採用された理念の
一つに しか過 ぎない という評価が一般的であるといえよう。
例えば、Morris&Gelsthorpeは 、「われわれの見解 では、1998年 法お
よびそれに続 く1999年 法の最 も重要な効果のひ とつを、Dignanが いう
ように 『青少年による犯罪行動対策の主流として修復的アプ ローチのい
くつかの要因が確立された』 と表現 し、あるいは現在の政治状況を 『修
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復的司法アプローチが刑事 司法制度の中核的部分 として定着 し発展 して
いくという展望を抱 くほどに』積極的であると考 えるには、かなりの想















年事件関与に関す る規定」とい う提言の中に盛 り込んでいる㈹。 また、
2001年6月 には、NGO「 被害者加害者対話の会運営センター」が少年事
件におけ る修復的司法の実践を目的として発足 している。センターは、
ニュージー ラン ドやオース トラリアで少年事件に適用されてhる 家族集
団協議 を参考に して、少年事件の被害者、加害者、それぞれの家族や代
理人弁護士などか ら申し込みを受け、その事件を担当する進行役2名 が
事前に被害者加害者双方 と会って十分準備 した上、被害者 と加害者の対
話を実現 させ る活動 を行 っている㈹ 。
また、現行の少年保護手続 きの中で、少年審判に被害者の遺族を立ち
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合 わせ る形で、少年 と被害者 とが対面 ・対話するとい う実践 もすでに行
われているσ7)。




協議その ものの法的性質 と協議に参加するコミュニティ ・メンバーの法
的性質 をどの ように理解するか、 また協議の結果にどのような法的効果
を認め るか、 さらに加害少年の法的代理人の参加を認めるのか、 といっ
た解決 されなければならない問題がある。
今後、 日本の少年司法において修復的司法アプ ローチの導入を考える
上 で、 イギリスにおけ る青少年犯罪パネル制度の問題点 と今後の展開が
参考になると思われる。
〈注 〉
ω 例 えば、これまで裁判係争中は被害者で も公判記録の閲覧等は認め られな
かったが、犯 罪被害者保護法3条1項 は、刑事裁判が係争 中であっても、被害
者が民事の損害賠償請求訴訟のために必要 な場合には、閲覧や謄写が認め られ
ることになった。また、これまでは証人 として求め られて証言す る以外には、
被害者や遺族が意見 を陳述す る機会 は認められていなかったが、刑事訴訟法の
改正 によって被害者や遺族が希望すれば裁判で意見 を陳述 できるように なっ
た(刑 訴法292条 の2)。
(2)た とえば、「特集:修 復的司法の現状 と課題」現代刑事法40号5頁 以下(2002
年)、 「特集:刑 法の目的 と修復的司法の可能性」刑法雑誌41巻2号106頁 以下、
「特集:少 年司法 と修復的司法」 自由 と正i義2002年5月 号40頁 以下。
(3)T.F.Marshall,RestorativeJustice:anOverview(London,1999),5.









⑤ この 制 度 は 、被 害 者 家 族 、加 害 者 家 族 お よ び コ ミュ ニ テ ィ代 表 者 が 参 加 す る
とい う点 で 家 族 集 団 協 議 と共 通 点 が あ る が 、コ ミュ ニ テ ィ の 役 割 が か な り強 調






(7)1997年 内務 省 が 発 行 した 白 書 「も う許 せ な い(NoMoreExcuses)」は 、 青 少
年 犯 罪 者 に 関 す る よ り建 設 的 な 成 果 を挙 げ る た め に は イ ン グ ラ ン ド と ウ ェ ー
ル ズ に お け る刑 事 司 法 制 度 は 再 構 成 す る 必 要 性 が あ る と し、 さ らに そ れ は 、責
任(Responsibility)、 修 復(Restoration)、 再 統 合(Reintegration)と い う3つ の

























(isHomeOffice,supranote7atIntroduction.ちな み に 、 青 少 年 司 法 制 度 の
新 し い 基 本 目標 を よ り詳 細 に 説 明 す る 目 的 で1998年9月 に 内 務 省 が 作 成 し た
骨 組 み を示 す 文 書"theYouthJusticeFrameworkDocument"では 、 少 年 司
法 改 革 の 主 要 な 目標 を6点 挙 げ て い る 。(1)手 続 の 遅 延 を解 消 し、迅 速 化 す る こ
と。1996年 の 時 点 で 青 少 年 犯 罪 の 処 理 は 逮 捕 か ら 判 決 ま で 平 均 し て142日 か
か っ て い るの を、71日 に ま で 短 縮 して 続 き を 迅 速 化 す る こ と。(2)青 少 年 犯 罪 者
が 自分 の 行 為 に よ っ て 生 じ た 結 果 を認 識 し、そ の 行 為 の 責 任 を と る よ う に励 ま
す こ と。(3)家 庭 環 境 や 社 会 環 境 さ ら に 少 年 の 人格 ・健 康 上 の 要 因 等 の 犯 罪 を誘
発 す る要 因 に 介 入 す る こ と、(4)犯 罪 行 為 の 重 大 性 と常 習 性 に 応 じ た 処 罰 を 可 能
とす る た め に刑 罰 を新 設 す る こ と、(5)青少 年 犯 罪 者 が 被 害 者 に 対 して 損 害 回 復
を 奨 励 す る こ と、(6襯 の 責 任 を強 化 す る こ と、 で あ る。 さ ら に こ の 主 要 目標 を
実 現 す る た め に6つ の 主 要 課 題 を 設 定 し て い る。(1)青 少 年 犯 罪 ・司 法 に 関 連 す
る 多様 な機 関 の 協 働 、② 早 期 介 入 に よ っ て 犯 罪 行 為 を 未 然 に 防 止 、㈲ 損 害 回 復 、
(4)親 の 監 護 責 任 の 強 化 、(5>よ り効 果 的 な 拘 禁 刑 、(6)青 少 年 犯 罪 対 策 に 関 す る全



















(29)1999年 法 の 第1部(PartI)とSchedule1は、刑 事 裁 判 所 の 量 刑 判 決 に 関 す
る 権 限 に つ い て 散 在 す る 法 律 を ま と め た 法 律2000年 刑 事 裁 判 所 権 限 法
(PowersofCriminalCourts(Sentencing)Act2000)の制 定 に よ っ て 一 部 改
正 さ れ て い る 。 こ の た め 本 稿 で は 、 青 少 年 司 法 及 び 刑 事 証 拠 法 の 該 当 条 文 に 加











offence'に 代 え て'connectedoffence'とい う 表 現 を 用 い て い る 。
























(44)Id.at6.1.さ らに 、 送 致 命 令 後5日 以 内 に 、YOTは 被 害 者 に 連 絡 を取 る
必 要 が あ る こ と(para6.5)、 被 害 者 の 参 加 は 、 ま っ た く任 意 に 基 づ く もの で あ
り、 イ ン フ ォ ー ム ド・コ ン セ ン トに 基 づ く も の で あ る こ と(para6.2)、 青 少 年
犯 罪 対 策 チ ー ム は 、被 害 者 が パ ネ ル に 出 席 す る こ と を決 め た場 合 に は 、パ ネ ル
ミー テ ィ ン グ の 目 的 や 手 続 に つ い て 予 め 説 明 し な け れ ば な ら な い こ と
(para6.7)、 パ ネ ル に 被 害 者 が 出 席 す る と決 め た場 合 に は 、被 害 者 が 望 め ば 被
害 者 を援 助 す る付 添 人 の 同 席 を認 め な け れ ば な ら な い こ と(para6.6)な どの ガ









HomeOffice,supranote33atpara8.例え ば 、1999年 法 は 、 パ ネ ル の 機 能
は 、 行 動 プ ロ グ ラ ム に 関 して 「合 意 に達 す る よ う努 力 す る こ と」で あ り、 「書 面
に 記 録 し た プ ロ グ ラ ム」が合 意 後 即 座 に 作 成 さ れ 、 署 名 され な け れ ば な ら な い













た 、ガ イ ダ ン ス は 法 的 代 理 人 の 項 目 に お い て 、「青 少 年 犯 罪 は パ ネ ル ミー テ ィ ン
グ で 法 的 代 理 人 を在 籍 させ る こ と は で きな い し、支 援 者 は 法 的 代 理 人 と して 行
動 して は な ら な い 。 こ れ は 、青 少 年 が 自分 の 犯 罪行 為 と将 来 の 行 動 に対 して 責
68
任 を取 る こ とが で き る よ う に 、青 少 年 を 直 接 手 続 に 参 加 させ る とい う手 続 の 趣
旨 を妨 げ る。 法 律 家 は 両 親 、保 護 者 、付 添 人 と して 在 籍 す る こ とが で き る が 、
可 能 な 時 は い つ で も、 少 年 犯 罪 者 自身 がYOPプ ロ セ ス 全 体 を通 じて 発 言 す べ

















(7`)詳 細 は、 守 屋 典 子 「少 年 事 件 協 議 の 実 現 に 向 け て 」 自由 と正 義2002年5月
号48頁 以 下 。
㈹ 詳 細 は 、 山 田 由 紀 子 「『被 害 者 加 害 者 対 話 の 会 運 営 セ ン タ ー 』の 発 足 と実 践 」
自由 と正 義2002年5月 号58頁 以 下 。
(77)前 野 育 三 「修 復 的 少 年 司 法 」 自由 と正 義2002年5月 号45頁。
